
平成 27年度 政務活動費 先進都市調査報告書

会 派 名 市民ネット・むろらん

議 員 名
水江 一弘・児玉 智明・佐藤 潤・小田中 稔

高橋 直美・立野 浩靖

調査実施年月日 平成２７年６月３０日（火）

調査先 自治体名等 兵庫県 相生市

調 査 項 目 子育て応援都市宣言について

調 査 目 的
少子高齢化、人口減少が進む中、相生市においては「子育て応援都

市宣言」を行い、子育て世代をターゲットに様々な施策により定住促進

を図っていることから、その現状を調査すること。

報 告 内 容

実施したこと

１ 視察先（市町村）の概要

人口： ３０，１２３人 （Ｈ26.10.1 現在） 行政面積：９０．４０㎢

２ 視察内容

① 子育て応援都市宣言に至るまで

② 子育て世代をターゲットとした施策

③ 現状と今後の課題

感想（まとめ）

本市へ生かせること

等

１ 子育て応援都市宣言に至るまで

国の三位一体改革の影響等により、相生市の財政状況が危機的状況

となる見込みとなり、平成１７年３月に「第１期相生市行財政健全会計画

（平成１８～２２年度）」を策定、人件費削減、投資的経費事業の見直し

など平成１８年４月よりスタート。その効果額は、２７億６千万円となり、

平成２２年度当初予算額を約２０％削減という目標は達成。

その中で、将来の人口減少が最重要課題として浮かび上がる。

相生市の最高人口は、昭和４９年の42,188人で、その後減少を続けて

いる。特に、年少人口（１５歳未満）の割合が兵庫県下市長で再開であ

り、年少人口の減少が相生市の人口に大きく左右することから、この課

題を解決するため、相生市の活力向上をめざし、①人口減少対策、②

教育・子育て・少子化対策、③産業の活性化対策を柱とした「第２企業

財政健全化計画（平成２３～２７年度）」をスタート。

相生市の目指す方向として、行政改革による均一配分から脱却し、

「選択と集中」により自主的・自立的な地域経営を目指すこととし、その

姿勢を示すため「子育て応援宣言を行い、子育て世代をターゲットに定

住促進を図る」こととした。

２ 子育て世代をターゲットとした施策

「子育て応援都市宣言」を行うとともに、１１の定住促進関連事業を「１

１１の鍵」として、市内外への PR を展開している。

① 出産祝金支給 １２，００３千円

市内に分娩施設がないため、通院等で労力・交通費負担軽減と出産

時にお祝い金として５０，０００円を贈る。

② 子育て応援券交付 ４，９６８千円

０～２歳まで有料の子育て支援サービス（保育所の一時預かり・任意

の予防接種など）に利用できる子育て応援券２０，０００円分を贈る。

③ マタニティータクシークーポン交付 ６３０千円



妊婦が医療機関や外出の際に利用できるタクシーの女性券１０，００

０円分を贈る。

④ 子ども医療費助成 ４５，５３７千円

従来から小３までは医療費無料であったが、県事業の小４から中３ま

で入院医療費無料化に加え、市単独事業として通院医療費の自己負

担を助成し無料化を図る。（ただし、０歳児を除き所得制限有）

⑤ 市立幼稚園給食実施 ９，２５８千円

週３回（火・水・木）給食を実施。月曜はお弁当。金曜は午前保育。

⑥ 給食費無料化 １０９，４１３千円

市立幼稚園（６園）、小学校（７校）、中学校（３校）での給食費無料。

⑦ 保育料軽減事業 ５４，８６２千円

市立幼稚園保育料を無料。私立幼稚園・保育所には月額８，０００

円を上限に補助。（給食費補助２，０００円含む）

⑧ 市立幼稚園預かり保育事業 ５，３６１千円

４・５歳児を対象に通常保育終了後１６時３０分まで月額５，０００円で

預かり保育を実施。

⑨ 相生っ子学び塾事業 ６，１１５千円

小額、６年生を対象に国語、算数、英語。H２７年度より珠算。

⑩ 新婚世帯家賃補助交付金事業 ３４，０００千円

市内民間賃貸住宅に新たに入居する、結婚３年以内、夫婦どちらか

が４０歳未満の新婚世帯に月額１万円の家賃補助を３ヵ年行う。

⑪ 定住者住宅取得奨励金 １６，０００千円

市内に住宅を新築または購入した４０歳未満の世帯に５０万円、市

街からの転入者した世帯（年齢制限なし）に３０万円を５年に分けて助

成する。

平成２７年度当初予算で約３億円。政策発表時の反応は、なぜ、子

育て世代だけの支援なのか、高齢者福祉サービスが後退するので

は、財政的に続けていけるのかなどの意見が出されたが、第１期行

財政政健全化による効果を使い、財政状況についても中長期のシミ

ュレーションを行ったうえで実施することなどを市民対話集会などを通

じて説明。

３ 現状と今後の課題

子育て世代への周知割合も８割を超え、賛成の意見が多くはなって

いるが、事業が続くのか財政面で不安視する市民の声もある。ただ

し、政策発表時のような大きな声はなくなっている。

人口減少は続いているものの、そのマイナスは減少しているなど、

一定の効果が見られる。長期間で取り組む必要がる。

最大の目的は定住者を増やすことであり、定住場所として相生市を

選ぶ理由としては、教育・子育て支援、住宅取得助成のみでなく、住環

境や交通利便性などの要素も大きいことから、今後も PR と分析が必

要とのことであった。

最後に担当者からは、これらの施策を行うにはトップダウンがなけれ

ばできないこと。また、この支援だけではダメ、また、近隣市町も同じ

ような施策を進めてきていることから、最終的には魅力あるまちづくり

が必要との感想が聞かれた。

本市においても人口定住策、少子化対策が急務であり、財源の問

題はあるものの大変参考となった視察であった。




